
離職者数

12

（単位：人）

計

公営企業管理者

市　長

区　分

計

35

17

　25人、任期更新者数は26人、離職者数は22人です。

98

34

（単位：人）

（単位：人）

9 11

25 26 22

11

新規再任者数 任期更新者数

13

32

　　宇和島市職員の定年等に関する条例により、一部の職員を除いて定年年齢は60歳とし、定年に達した日

　以後における最初の3月31日に退職することとなります。令和3年度における退職者数は、定年による退職

（2）退職の状況

　と定年前の自己都合や死亡等による退職を合わせて98人です（(3)再任用の状況における離職者を除く）。

　　地方公務員法により、任命権者は、定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選考により、常時勤務

（3）再任用の状況

15

3

49

59

20

（単位：人）

64

定年前退職

13

36

計 26 8 21

3 1

1

　又は短時間勤務の職に採用することができることとされています。令和3年度における新規再任用者数は

4

3

4 21

栄養士

1

1　任免

（1）採用の状況

　　令和3年度の新規採用者数は、宇和島市全体で91人です。任命権者別の職種別内訳は、以下のとおり

宇和島市人事行政の運営等の状況について

　①市長

　　地方公務員法第58条の2及び宇和島市人事行政の運営等の公表に関する条例に基づき、宇和島市の人事

　行政の運営等の状況の概要について、公表します。

　です。

14

区　分

市　長

公営企業管理者

計

定年退職

63

　任命権者別の職種別内訳は、以下のとおりです。

医師 医療技術職

6

女性

17 2

6

1

行政事務

11

看護師

1

7 2

　②公営企業管理者

7

計

19

保育士

2

保健師

1

技術職

男性 19 4

区分

23

助産師 計

区分

男性

女性

計

行政事務 学芸員

1



　

（注）職員数は一般職に属する職員数です。

（注）1　職員数は一般職に属する職員数です。

（各年4月1日現在）

人口1万人当たり職員数 197.07人

①部門別職員数の状況と主な増減理由

      2　[     ]内は、条例定数の合計です。

＜参考＞
[1,496］ [1,496］

業務増

退職不補充

131 63

人

2 90 133 126 108

人 人 人 人 人 人
職員数

人 人 人

166 153

人 人

138111

43歳 47歳

187

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

～ ～ ～ ～

51歳 55歳 59歳 以上

52歳 56歳 60歳

②年齢別職員構成の状況（令和4年4月1日現在）

～ ～ ～ ～ ～

小　計 854 853 △ 1

合　　計

1,415 1,408 △ 7

その他 78 78

下水道 8 7 △ 1 人員配置適正化

水　 道 32 31 △ 1 人員配置適正化

小　計 561 555 △ 6

公
営
公
営
企
業

会
計
部
門

病 　院 736 737 1

77 75 △ 2

消防部門

人員配置適正化

人員配置適正化

業務増

計 484 480 △ 4

64

1

135

△ 5

労　働

△ 1

教育部門

民　生

退職不補充

18 16

△ 2

2 2

△ 2

133 △ 2

農林水産

土　木

衛　生 45 46

63

令和4年度

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 7 7

商　工

125

53 51

118

事務の統廃合縮小

人員配置適正化

税　務 42 37

令和3年度

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

（4）職員数の状況

人

1,408

区分

20歳 20歳 32歳 36歳24歳

　　　　　　区分
　部門

職 員 数

総　務 7 業務増

計

28歳 48歳40歳 44歳

～

0.1

6.4

9.4
8.9

7.9 7.7

9.8

13.3

11.8
10.9

9.3

4.5

0.1

4.6
5.9

7.3

8.6

11.0

13.8

11.8
11.9

11.4
11.7

1.8

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

20歳未満 20-23歳 24-27歳 28-31歳 32-35歳 36-39歳 40-43歳 44-47歳 48-51歳 52-55歳 56-59歳 60歳以上

構 成 比

令和 4年4月1日

平成29年4月1日
（5年前）

2



（注）職員数は一般職に属する職員数です。

（注）1　一般行政職とは、本庁又は出先機関で一般事務を行い、国家公務員でいう行政職（1）給料表が

　　　2　宇和島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      3　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　 適用される職員のことをいいます。

437 100.0
合計

人 ％

1級 主事、技師、事務員
74 16.9

④一般行政職の級別職員数等の状況 （令和4年4月1日現在）

人 ％

2級 主査
人 ％

56 12.8

3級 主任
人 ％

91 20.8

5級 課長補佐
人 ％

60 13.7

人 ％

6 1.4

36 8.2

係長、専門員
人 ％

114 26.1
4級

総合計

(2.2%)

28 (2.0%)

6級 課長、支所長
人 ％

普通会計計

18

555

853

(1.8%)10

公営企業会計計

7級

17 (3.6%)

教育 △ 7 (△8.5%)

一般行政

過去５年間

の増減数（率）
令和3年

（単位：人・％）③職員数の推移

　　　　年度
部門別

部長

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

平成29年

1,380

835

545

82

463

1,416

平成31年

475

78

553

859

1,412

854

1,415

令和4年

480

75

令和2年

479

79

558

858

1,408

平成30年

461

79

540

858

1,398

484

77

561

3



　　　　

歳 円 円

　　　　

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　すべての諸手当の額を合計したものです。

　　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

　

区分

令和3年度

令和3年度

区　分

　　　 対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

324,800 360,289

－

－

－－

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

一般行政職 388,717

354,120

－

－

－

－

－

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

      2　職員数は、令和3年4月1日現在の人数です。

（注）ラスパイレス指数とは、市職員の学歴別・経験年数別構成等が国と同一であると仮定して平均給料額

　　を算出し、国家公務員の平均俸給額を100とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示したものです。

（1） 人件費の状況（普通会計決算）（歳入歳出決算書及び地方財政状況調により）

2　人件費

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（3）ラスパイレス指数の状況

技能労務職 高校卒

中学卒

経験年数20年

技能労務職

－

－

48.3

155,674

国

150,600

愛媛県

一般行政職
大学卒 円

宇和島市

150,600

総合職

一般職

高校卒

278,700

312,800

う ち 用 務 員 － －

う ち 学 校 給 食 員

うち自動車運転手

宇和島市 53.9 304,700

大学卒

高校卒

区　分

（2）職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和4年4月1日現在）

区　分

362,35643.3 308,200

平均年齢 平均給料月額

②技能労務職

全国市平均 98.9 98.9 98.8

平均給料月額

3　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）職員の平均年齢及び平均給料月額の状況

①一般行政職

平均給与月額

95.0

類似団体 97.9 98.0

高校卒

経験年数30年経験年数10年 経験年数25年

千円

2,074,520

94.6

55.7

189,643 円

71,448 50,926,348

実質収支 人件費 人件費率

　　　　　　　千円

12.4

区　分

令和3年度

住民基本台帳人口

(令和4年1月1日現在)

人

2,167,905 6,291,129

（B／A）

　　　　　　％

（A） （B）

　　　　　千円

区　分

令和3年度

職員数

（A）

人

561

　　　　　千円

計（B）

千円

3,197,699

職員手当

千円

（参考）

令和2年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

11.6

歳出額　

期末・勤勉手当

　　　　　千円

780,888

給　 料

平均年齢

342,291

平成31年 令和2年

98.0

94.8

（注）平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

令和3年

148,639 －

186,700

182,200

147,900

182,200

区　分

宇和島市

一人当たり

給与費（B/A）

千円

5,700

給　与　費

242,125

平均給与月額

319,468

326,307

－

300,800

4



千円

（ （ （ （

手当の種類（手当数） 4

主な支給対象業務

国

　在職期間のうち、その月額の高いほうから

勧奨・定年

最高限度額

1.35

　60月分の合計額を加算

　※定年前早期退職特例措置　2～45％加算

0.90

月分

39.7575

1.90

国

勤続20年

勤勉手当

1.90

感染症の防疫作業

行旅行死亡人等の処理作
業

犬・猫等の死体処理業務

生活環境課等で野犬・畜
犬等の捕獲・処理業務に
従事した職員

19,731千円１人当たり平均支給額

47.709

　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、

　※退職手当調整額

8,404千円

最高限度額 月分

208

6,117

千円

　円

１件400円

１日300円

①新型コロナウイルス感
染症の患者等の身体に接
触等する作業
②①以外の作業

野犬・畜犬等の捕獲及び
処理業務

6.1

１件8,000円
生活支援課等でケース
ワーカー業務に従事する
職員

汚物処理手当

半日2,000円　1日4,000円
感染症の防疫作業に従事
した職員

行旅死亡人等処理手当

生活環境課等に勤務し、
犬・猫等の死体処理に従
事した職員

　％

新型コロナウイルス感染
症により生じた事態に対
処するための感染症防疫
作業に従事した職員

①1日4,000円
②1日3,000円

24.586875

自己都合

月分

月分

自己都合

19.6695 月分

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度中に退職した職員に支給された平均額です。

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続20年

勤続25年

月分19.6695

支給職員1人当たり平均支給年額

支給実績（令和3年度決算）

（3）特殊勤務手当

勤続35年

28.0395

月分

勤続25年33.27075

野犬・畜犬等取扱手当

職員全体に占める手当支給職員の割合

感染症防疫作業手当

左記職員に対する支給単価

33.27075

47.709 月分47.709

47.709

月分28.0395

39.7575

月分

　※退職手当調整額

その他の加算措置

47.709 月分

その他の加算措置

47.709 月分

勤続35年

主な支給対象職員

月分

月分

　※定年前早期退職特例措置　2～20％加算

　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、

　在職期間のうち、その月額の高いほうから

　60月分の合計額を加算

自己都合

手当の名称

月分

―

（令和3年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　

 月分 月分

（2）退職手当

（加算措置の状況）

）月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

）月分

・役職加算：5～15％ ・役職加算：5～20％

）月分 0.90

勧奨・定年

24.586875

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　勧奨・定年

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

）月分

月分

1.35

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

宇和島市

1人当たり平均支給額（令和3年度）

（令和3年度支給割合）

1,392

2.40  月分

　　各手当の支給実績及び1人当たり平均支給額は、令和3年度普通会計決算ベースの額です。

2.40

期末手当　　　　　　　　　　

 月分

勤勉手当

4　職員の手当の状況

宇和島市

（1） 期末手当・勤勉手当

5



円

①週休日又は休日
　職務の級別に、6,000円～10,000円／1回
　（6時間を超える場合は加算あり）
②週休日等以外の日の午前0時から午前5時
　職務の級別に3,000円～5,000円／1回

4,266

276

管理職手当を支給される職員が、臨時又は
緊急の必要により週休日等に勤務した場合
に支給

千円

支給実績（令和3年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条
件に恵まれない山間地その他の地域に所在
する公署に勤務する職員に支給 異なる

640

千円

異なる 39,137

382

手当名

円

支給額の相違 円

168,671

44,309

552

支給額の相違

350

支給実績

（令和3年度決算）と異なる

支給額の相違

千円

千円

（5）時間外勤務手当

（注）1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

支給実績（令和3年度決算）

職員1人当たり平均支給年額

管理職員特
別勤務手当

（4） 地域手当

（注）地域手当とは、民間における賃金・物価及び生計費が特に高い地域に在勤する職員に支給される手当

千円

320,000

千円

千円

56,315

37,639

24,437

6,363

千円

276,000

369,241

千円

円

552,000 円

円

272,746 円

円

勤務公署に応じて18,000円～23,000円

同じ

千円

　　 です。

円

72,513

千円

支給職員1人当たり

同じ

（6）その他の手当

との異同

238,622

異なる

同じ

平均支給年額

宿日直業務従事に対し支給

借家居住者上限　28,000円

宿日直手当

内容

扶養手当 同じ
満15歳に達する日後の最初の年度初めから
満22歳に達する日以降の最初の年度末まで
の子1人につき5,000円加算

内容及び支給単価

①配偶者 　6,500円

国の制度

管理職員に対し支給

課長補佐級　26,000円
課長級　　　40,000円
部長　　　　50,000円

医師　21,000円／1回

単身赴任手当

管理職手当

特地勤務手当

　　　2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、令和3年4月1日現在の総職員数（管理職員
　　　 等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

②子　　　10,000円

③父母等　 6,500円

その他の職員　4,400円／1回

国の制度

①交通機関利用者
定期券購入代金相当額（限度額55,000円）

通勤手当

②交通用具使用者

住居手当

2～5㎞:2,000円　　　 5～10㎞:4,200円
10～15㎞:7,100円　　15～20㎞:10,000円
20～25㎞:12,900円　 25～30㎞:15,800円
30～35㎞:18,700円　 35～40㎞:21,600円
40～45㎞:24,400円　 45～50㎞:26,200円
50～55㎞:28,000円　 55～60㎞:29,800円
60㎞以上:31,600円

　公署を異にする異動等に伴い住所を移転
し、同居していた配偶者と別居する事と
なった職員で、市長の認めた者に対し支給

　月額30,000円。距離に応じて加算あり
　（8,000円～70,000円）
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（1）給料月額

円

円

円

円

円

円

（2）期末手当

月

月

月

月

月

月

（3）退職手当

（注）「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合におけ

　　る退職手当の見込額です。    

3.25

3.25

354,000

副市長

議長

区分

3.25

報酬

月額×在職月数×45/100

議長

退職手当

市長

教育長

市長

算定方式

報酬 副議長

区分 支給割合

3.25

給料 3.25

373,000

議員

副市長給料

教育長

678,000

18,468,000

月額×在職月数×24.3/100

597,000

市長 855,000

区分 給料月額

437,000

副市長

（15％の加算措置あり）

月額×在職月数×27/100

議員

教育長

3.25

副議長

１期の手当額

任期満了の都度8,786,880

6,963,408

5　特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在）

支給時期

7



  　

決算

（注）職員給与費には資本勘定支弁職員分43,744千円を含みません。

　　　　　　　

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（ （ （ （

　　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

区分

令和3年度

19,731千円8,404千円―　千円

自己都合

―　千円 １人当たり平均支給額

　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、

　※定年前早期退職特例措置　2～20％加算

勧奨・定年 勧奨・定年

1.90  月分

自己都合

　60月分の合計額を加算

　※退職手当調整額 　※退職手当調整額

　60月分の合計額を加算

勤勉手当 勤勉手当

１人当たり平均支給額

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額です。

その他の加算措置 その他の加算措置

　※定年前早期退職特例措置　2～20％加算

47.709 月分 47.709 月分

1.35 ）月分

イ　退職手当

24.586875

47.709 月分

1,392

勤続35年

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.90 ）月分

勧奨・定年

月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算：5～15％

1.35

（令和3年度支給割合）

1.90  月分 2.40  月分

0.90

      2　職員数は、令和3年4月1日現在の人数です。

宇和島市（一般行政職）

一人当たり

（A）

8.8

％

2.40

・役職加算：5～15％

（令和3年度支給割合）

 月分

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　　　　Ｂ／Ａ

（加算措置の状況）

）月分

47.709 月分 勤続35年 47.709 月分

月分

宇和島市（水道事業）

（加算措置の状況）

（1）水道事業

宇和島市（水道事業）

5,826120,737

区分

6　公営企業職員の状況

期末手当　　　　　　　　　　 期末手当　　　　　　　　　　

32

1人当たり平均支給額（令和3年度）

1,429

1人当たり平均支給額（令和3年度）

令和3年度

45.0 313,666

① 職員給与費の状況

186,419

平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

千円　

181,968

％千円　

期末・勤勉手当

19,955

給与費（B/A）

千円

9.0

給　与　費

　（参考）

令和2年度の総費用に

占める職員給与費比率

職員給与費比率

純損益又は

　実質収支

職員給与費

Ｂ　

　　　千円

2,076,564

職員数

Ａ  

301,305

総費用に占める総費用

勤続20年

給　 料

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況

区分
職員手当

千円

）月分

計（B）

千円人

（注）1　職員手当には退職給与金を含みません。

令和3年度

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　千円

45,727

485,466

勧奨・定年

千円

宇和島市（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

月分 24.586875 月分勤続20年

自己都合

19.6695

自己都合

月分

勤続25年勤続25年 28.0395 月分 月分

19.6695

28.0395 月分 33.27075

39.7575 月分

　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、

最高限度額

　在職期間のうち、その月額の高いほうから

月分39.7575

最高限度額

　在職期間のうち、その月額の高いほうから

47.709 月分

33.27075
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　　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

オ　時間外勤務手当

支給職員1人当たり平均支給年額 円

2,015 千円

―

―

支給職員1人当たり平均支給年額

支給実績（令和3年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合 81.3 　％

手当の種類（手当数） 5

支給実績（令和3年度決算）

77,515

　　　2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、令和3年度の4月1日現在の総職員数（管理職
　　　 員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

支給実績（令和3年度決算）

（注）1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

千円職員1人当たり平均支給年額 258

手当の名称 主な支給対象職員

（注）地域手当とは、民間における賃金・物価及び生計費が特に高い地域に在勤する職員に支給される手当

　　 です。

エ　特殊勤務手当

　円

ウ　地域手当

月額3,500円工事設計、現場監督業務

主な支給対象業務

滞納整理業務 日額250円

1件当たり600円

滞納整理のため外勤した職員

給水停止業務に従事した職員給水停止手当

月額3,500円

千円

6,717 千円

現場作業手当

現場監督手当
工事設計、現場監督業務に従事
する職員

現場作業業務

待機
待機する曜日及び期間に応じ
て定められた日額400円から
6,500円

突発事故等に対応するため待機
を命ぜられた職員

待機手当

漏水防止等のため外勤する職員

滞納整理手当

給水停止業務

左記職員に対する支給単価
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（注）対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

416,000

一般行政
職の制度
との異同

同じ

同じ 2,370

①配偶者 　6,500円

同じ

－同じ

円

－ 千円 －

千円

千円

2,496

－ －

296,250

円同じ 1,887 千円 65,052

262,9414,470 千円同じ

支給実績

満15歳に達する日後の最初の年度初めから
満22歳に達する日以降の最初の年度末まで
の子1人につき5,000円加算

円

－ 千円

平均支給年額

円千円

①交通機関利用者
定期券購入代金相当額（限度額55,000円）

②交通用具使用者

宿日直業務従事に対し支給

　月額30,000円。距離に応じて加算あり。
　8,000円～70,000円

円

円

通勤手当

2～5㎞:2,000円
5～10㎞:4,200円
10～15㎞:7,100円
15～20㎞:10,000円
20～25㎞:12,900円
25～30㎞:15,800円
30～35㎞:18,700円
35～40㎞:21,600円
40～45㎞:24,400円
45～50㎞:26,200円
50～55㎞:28,000円
55～60㎞:29,800円
60㎞以上:31,600円

管理職員に対し支給

課長補佐級26,000円
課長級40,000円
部長50,000円

宿日直手当
　4,400円／1回

　公署を異にする異動等に伴い住所を移転
し、同居していた配偶者と別居する事と
なった職員で、市長の認めた者に対し支給

住居手当 借家居住者上限28,000円

円

扶養手当

一般行政
職の制度
と異なる
内容

支給職員1人当たり

（令和3年度決算）

管理職手当を支給される職員が臨時又は緊
急の必要により勤務した場合に支給

③週休日又は休日（6時間超）
役職に応じて9,000円～15,000円/1回の定
額

単身赴任手当

②週休日又は休日（1～6時間）
役職に応じて6,000円～10,000円/1回の定
額

①平日午前零時～午前5時
役職に応じて3,000円～6,000円/1回の定額

管理職員特
別勤務手当

内容及び支給単価手　当　名

②子　　　10,000円

管理職手当

③父母等　 6,500円

カ　その他の手当
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決算

（注）職員給与費には資本勘定支弁職員分11,763千円を含みません。

　　　　　　　

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（ （ （ （

　　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

（2）下水道事業

① 職員給与費の状況

区分

総費用に占める 　（参考）総費用 純損益又は 職員給与費

Ａ  Ｂ　

40,898

　実質収支 職員給与費比率 令和2年度の総費用に

　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

令和3年度
　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

942,974 177,956 4.3 4.3

区分
職員数 給　与　費 一人当たり

（A） 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B） 給与費（B/A）

令和3年度
人 千円 千円　　　　　千円 千円 千円

8 29,260 3,149 10,991 43,400 5,425

（注）1　職員手当には退職給与金を含みません。

      2　職員数は、令和3年4月1日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況

平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額区分

44.1 325,300 452,083

宇和島市（下水道事業） 宇和島市（一般行政職）

1人当たり平均支給額（令和3年度） 1人当たり平均支給額（令和3年度）

令和3年度

1,374 1,392

（令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

2.40  月分 1.90  月分 2.40  月分 1.90  月分

1.35 ）月分 0.90 ）月分 1.35 ）月分 0.90 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算：5～15％ ・役職加算：5～15％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当

宇和島市（下水道事業） 宇和島市（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　※退職手当調整額 　※退職手当調整額

　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、 　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、

　在職期間のうち、その月額の高いほうから 　在職期間のうち、その月額の高いほうから

　60月分の合計額を加算 　60月分の合計額を加算

　※定年前早期退職特例措置　2～20％加算 　※定年前早期退職特例措置　2～20％加算

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額 ―　千円 ―　千円 １人当たり平均支給額 8,404千円 19,731千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額です。
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　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

エ　時間外勤務手当

（注）対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

（注）1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、令和3年度の4月1日現在の総職員数（管理職
　　　 員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

支給実績（令和3年度決算） 653 千円

ウ　地域手当

支給実績（令和3年度決算） ― 千円

支給職員1人当たり平均支給年額 ― 円

109 千円

オ　その他の手当

手　当　名
一般行政
職の制度
との異同

支給職員1人当たり

内容及び支給単価 （令和3年度決算） 平均支給年額

扶養手当

①配偶者 　6,500円

同じ 738 千円 184,500 円

②子　　　10,000円

③父母等　 6,500円

満15歳に達する日後の最初の年度初めから
満22歳に達する日以降の最初の年度末まで
の子1人につき5,000円加算

住居手当 借家居住者上限28,000円 同じ 612 千円 306,000 円

通勤手当

①交通機関利用者
定期券購入代金相当額（限度額55,000円）

同じ 355 千円 59,166

管理職手当

管理職員に対し支給

同じ 792 千円

－ 円

①平日午前零時～午前5時
役職に応じて3,000円～6,000円/1回の定額
②週休日又は休日（1～6時間）
役職に応じて6,000円～10,000円/1回の定
額

円

②交通用具使用者

2～5㎞:2,000円
5～10㎞:4,200円
10～15㎞:7,100円
15～20㎞:10,000円
20～25㎞:12,900円
25～30㎞:15,800円
30～35㎞:18,700円
35～40㎞:21,600円
40～45㎞:24,400円
45～50㎞:26,200円
50～55㎞:28,000円
55～60㎞:29,800円
60㎞以上:31,600円

396,000

宿日直手当
宿日直業務従事に対し支給

－ 千円
　4,400円／1回

－ 円

千円 －

　公署を異にする異動等に伴い住所を移転
し、同居していた配偶者と別居する事と
なった職員で、市長の認めた者に対し支給 同じ

管理職手当を支給される職員が臨時又は緊
急の必要により勤務した場合に支給

同じ

③週休日又は休日（6時間超）
役職に応じて9,000円～15,000円/1回の定
額

一般行政
職の制度
と異なる
内容

支給実績

（注）地域手当とは、民間における賃金・物価及び生計費が特に高い地域に在勤する職員に支給される手当です。

職員1人当たり平均支給年額

円課長補佐級26,000円
課長級40,000円
部長50,000円

管理職員特
別勤務手当

単身赴任手当 － 千円 － 円

　月額30,000円。距離に応じて加算あり。
　8,000円～70,000円
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決算

　　　　　　　

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（ （ （ （

事務職員

376,652

△ 56,543

452,287

令和3年度
　　　千円

千円

41.7

千円　

千円

区 分

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額です。

給与費（B/A）

看 護 師

医　　師

 月分

）月分

 月分

0.90 ）月分 0.90

1.90  月分

勤勉手当 勤勉手当

1.902.40

宇和島市（病院事業）

イ　退職手当

・役職加算：5～15％ ・役職加算：5～15％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

宇和島市（病院事業）

区分

千円

（令和3年度支給割合）

職員給与費比率 令和2年度の総費用に

40.5 292,331

宇和島市（一般行政職）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

19.6695 月分 19.6695 月分24.586875 月分 勤続20年

期末手当　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　

勧奨・定年

）月分

勤続25年

自己都合

勤続20年

42.0 302,075 365,834

1人当たり平均支給額（令和3年度）

令和3年度

1.35

月分 33.27075 月分

 月分

24.586875 月分

）月分 1.35

28.0395 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　実質収支

（3）病院等事業

Ｂ　

千円　

16,398,878

％

　　　　　　Ｂ／Ａ

2.40

純損益又は 　（参考）

職員数 給　与　費

％

Ａ  

平均給料月額 平均給与月額

1,170,784

1,358 1,392

職員給与費 総費用に占める

① 職員給与費の状況

令和3年度

1人当たり平均支給額（令和3年度）

宇和島市（一般行政職）

占める職員給与費比率

区分

総費用

33.27075 月分 勤続25年 28.0395

5,358,867

7,755,590

1,497,387

月分勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続35年

（令和3年度支給割合）

平　均　年　齢

月分 最高限度額

39.7575

6,879

（注）1　職員手当には退職手当引当金繰入額及び児童手当を含みません。

月分 47.709

      2　職員数は、令和3年4月1日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況

2,821,470

47.709 月分 47.709 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

最高限度額 47.709 月分 47.709

　※定年前早期退職特例措置　2～20％加算 　※定年前早期退職特例措置　2～20％加算

　60月分の合計額を加算

　※退職手当調整額 　※退職手当調整額

　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、 　職務の等級の区分に応じた調整月額を定め、

　在職期間のうち、その月額の高いほうから　在職期間のうち、その月額の高いほうから

　60月分の合計額を加算

１人当たり平均支給額 8,404千円 19,731千円

自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額 1,315千円 20,216千円

勧奨・定年自己都合

47.3 48.0

779

一人当たり

（A）

人 　　　　　千円 千円

給　 料 職員手当 計（B）期末・勤勉手当

1,040,010
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　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。　　対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

支給職員1人当たり平均支給年額

726,779 千円

1,137,369支給職員1人当たり平均支給年額

職員全体に占める手当支給職員の割合

　円

エ　特殊勤務手当

千円

支給実績（令和3年度決算）

①③正規の勤務時間によ
る勤務の一部又は全部が
深夜（午後10時から翌日
午前5時までの間）におい
て行われる看護又は介護
等の業務
②救急患者若しくは分娩
に対処するために命を受
け自宅等で待機中に呼出
しを受けて、正規の勤務
時間以外の時間において
行った1時間以上の手術等
の業務

病理細菌取扱手当

研究手当

夜間呼出手当

診療応援手当

待機手当
救急医療のために命を受
けて行う待機

所属する病院以外の宇和
島市立病院における応援
業務

勤務時間外に待機し、呼
出しを受けて従事する分
娩業務

医療提供施設従事手当

①医師である職員
②病院に勤務する看護職員
③介護老人保健施設に勤務する介護
　職員である会計年度任用職員
④介護老人保健施設に勤務する看護
　職員である会計年度任用職員

①オレンジ荘及びふれあ
い荘の診療業務
②三次救急医療機関等に
おける看護業務
③④介護老人保健施設に
おける介護業務及び看護
業務

①月額　50,000円まで
②月額　4,000円又は
　2,000円
③月額　18,000円又は
　9,000円
④月額　8,000円又は
　4,000円

手当の名称

ウ　地域手当

支給実績（令和3年度決算） ―

81.3 　％

手当の種類（手当数） 10

救急医療等業務手当

待機呼出分娩手当

夜間看護等手当

― 円

（注）地域手当とは、民間における賃金・物価及び生計費が特に高い地域に在勤する職員に支給される手当です。

主な支給対象職員

①病院の結核及び感染症病棟に勤務
　する職員
②病院の放射線科に属する職員
③ボイラー管理を行う職員

病院の臨床検査科又は病理診断科に
おいて、病理又は危険である細菌の
検査に従事する職員

病院に勤務する医師
①院長、副院長及び医監
②科長及び副科長
③医長
④医員

①病院に勤務する管理職である医師
②病院に勤務する管理職である看護
　師及び医療技術員

①病院で深夜に勤務する看護師等
②病院に勤務する医療職給料表の
　適用を受ける職員
③介護老人保健施設で深夜に勤務
　する看護師又は介護職員

病院において行う病理又
はコレラ、赤痢等危険で
ある細菌の検査業務

正規の勤務時間外におい
て行う救急医療等の業務

病院に勤務する医療職給料表の適用
を受ける職員

病院に勤務する医療職給料表の適用
を受ける職員
①医師
②医師以外

病院に勤務する医師

業務のため、夜間（午後
10時から午前5時まで）に
呼出しを受けて行う時間
外勤務

日額　230円

日額　230円

①月額　給料の100％
②月額　給料の95％
③月額　給料の90％
④月額　給料の50％

①1回　14,000円から
　43,000円まで
②1回　6,000円から
　18,000円まで

主な支給対象業務

①結核及び感染症病棟に
　おける患者の看護その
　他患者に接近する業務
②放射線科に属する業務
③ボイラー管理業務

医師の研究

①1回　2,000円から
　6,800円まで
②1回　1,240円
③1回　6,800円

1回　800円から
6,500円まで

①1回　3,500円
②1回　　400円

半日　25,000円
1日 　35,000円

左記職員に対する支給単価

①新型コロナウイルス感
染症の患者等の身体に接
触等して行う業務
②①以外の業務

①1日4,000円
②1日3,000円

1回　10,000円病院に勤務する医師

危険手当
新型コロナウイルス感染症に係る業
務に従事した職員
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オ　時間外勤務手当

（注）対象となる職員がいない場合又は対象となる職員が1人若しくは2人の場合は、「―」としております。

3,360

　月額30,000円。距離に応じて加算あり。
　8,000円～70,000円

円

宿日直手当

単身赴任手当

　公署を異にする異動等に伴い住所を移転
し、同居していた配偶者と別居する事と
なった職員で、管理者の認めた者に対し支
給

円・医師（歯科医師を含む）21,000円／1回

課長補佐級26,000円
課長級40,000円
部長50,000円

68,183

74,667

円－

宿日直業務従事に対し支給

同じ

（注）1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

584

千円

同じ

一般行政
職の制度
と異なる
内容

支給実績

396,447

住居手当

カ　その他の手当

千円

一般行政
職の制度
との異同

借家居住者上限28,000円 千円

満15歳に達する日後の最初の年度初めから
満22歳に達する日以降の最初の年度末まで
の子1人につき5,000円加算

278,976

233,868

同じ

平均支給年額

千円

　　　2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、令和3年度の4月1日現在の総職員数（管理職
　　　 員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

支給実績（令和3年度決算）

内容及び支給単価 （令和3年度決算）

支給職員1人当たり

①配偶者 　6,500円

③父母等　 6,500円

同じ

円

円55,237

②子　　　10,000円

千円

2～5㎞:2,000円
5～10㎞:4,200円
10～15㎞:7,100円
15～20㎞:10,000円
20～25㎞:12,900円
25～30㎞:15,800円
30～35㎞:18,700円
35～40㎞:21,600円
40～45㎞:24,400円
45～50㎞:26,200円
50～55㎞:28,000円
55～60㎞:29,800円
60㎞以上:31,600円

千円

29,963

千円

通勤手当

①交通機関利用者
定期券購入代金相当額（限度額55,000円）

千円

同じ 633,652管理職手当

－

②交通用具使用者

68,056

374,629

手　当　名

・医師以外　6,600円／1回

79,840

職員1人当たり平均支給年額（令和3年度決算）

扶養手当

管理職員に対し支給

円

管理職員特
別勤務手当

管理職手当を支給される職員が、臨時又は
緊急の必要により週休日等に勤務した場合
に支給

同じ 千円

71,512

円①週休日又は休日
　職務の級別に、6,000円～10,000円／1回
　（6時間を超える場合は加算あり）
②週休日等以外の日の午前0時から午前5時
　職務の級別に3,000円～5,000円／1回
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（注）病院局は令和3年1月～12月、それ以外は令和3年4月～令和4年3月の取得日数を平均したもの。

　　令和3年度中に新たに育児短時間勤務を行った職員数　　8人

　　令和3年度中に自己啓発休業を取得した職員数　　0人

　　③　育児短時間勤務

　　職員が小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために短時間勤務することが認められる制度です。

　育児短時間勤務をしている期間については、給与が減額されます。

　　令和3年度中に新たに育児休業を取得した職員数　　27人

　　職員の勤務時間は1週間当たり38時間45分で、公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要

　　職員が3歳を満たない子を養育するため、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日を通じて2時間を

　　年次有給休暇は1年ごとに20日付与され、残日数は翌年に20日を限度に繰り越すことができます。

（1）勤務時間の状況

　　職員が3歳に満たない子を養育するため、育児のために休業することが認められる制度です。なお、育児

　が認められる制度です。

　　職員が大学等過程の履修又は国際貢献活動を行う場合、2年間（国際貢献活動は3年間）を限度に休業すること

　　また、職員の配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は障害のための長期の介護を必要とする場合には、無給

　　④　自己啓発等休業

　されます。

　　②　その他の休暇

7　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　休業をしている間は、給与は支給されません。

　　負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚・出産などの規則で定める事由に該当する場合には、有給の

　の休暇を付与しています。

　　①　育児休業

　超えない範囲で、勤務しないことが認められる制度です。部分休業をしている時間については、給与が減額

（3）休業の状況

　　令和3年度中に新たに部分休業を取得した職員数　　3人

　休暇を付与しています。

　　①　年次有給休暇

　　令和3年度中平均取得日数　　9.4日

　　②　部分休業

　のある職員を除き、午前8時30分から午後5時15分までとなっています。この間、休憩時間を1時間取得すること

　となっております。

（2）休暇の状況
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※会計年度任用職員を含みます。

※会計年度任用職員を含みます。

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 1 1 2

停職 免職 合計

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 4 1 5

　「信頼される職員」の実現に向けて、職員一人ひとりの意識改革及び自律性・主体性の高揚を図っていきま

　　分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、公務能率の維持を目的としてなされ

　る不利益処分であり、その種類は、免職、休職、降任、降級があります。

　　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うより、公務における規律と秩序を維持する

（2）懲戒処分の状況

　ことを目的としてなされる不利益処分であり、その種類は免職、停職、減給、戒告があります。

（単位：人）

処分事由 戒告 減給

　　平成30年4月に「宇和島市人材育成基本方針」を全面的に見直し、職員が、市民の声に耳を傾け、市民の

8　分限及び懲戒処分

（1）分限処分の状況

　性の向上につなげています。

　っています。また、職員の非違行為については、「懲戒処分の指針」により、懲罰で対応することとしていま

処分事由

9　服務規律保持のための取り組み状況

　　地方公務員法では、服務の根本基準として、「全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務

　し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。

　　宇和島市では、市民の疑惑や不信を招くことのないよう、機会あるごとに注意を喚起し、服務規律保持を図

　す。

　　また、職種別に開催される施設外での研修会・学会等への参加支援も積極的に行い、個別の資格取得や専門

　　また、新たに「宇和島市研修計画」を策定し、各階層や目的に応じた研修を効果的に実施することにより、

10　人材育成の取り組み状況及び研修の状況

　ために考え、責任を持って行動し、成果を残すことができる、市民から「信頼される職員」として成長して

　いけるよう、人材育成に努めています。

　令和3年度　 市町村職員中央研修所等　0人

　す。

              愛媛県研修所　65人（ｽﾃｰｼﾞｱｯﾌﾟ研修46人、階層別研修17人、その他3人）

　　なお、病院局においても、各各施設内で勉強会・研修会を計画的に実施し、積極的な参加を促しています。

降任 降給 休職 免職 合計

勤務実績がよくない場合

心身の故障の場合 35 35

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じ
た場合

（単位：人）

刑事事件に関し、起訴された場合

法令に違反した場合 1 1 2
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　　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体の当局により適当な

（3）勤務条件に関する措置要求の状況

　　　　令和3年度認定件数　18件

　　公務上の災害又は通勤による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償基金愛媛県支部が実施し

（2）公務災害の発生状況

　措置が執られるべきことを要求することができるとされています。

（1）福利厚生制度の状況

　　①　職員健康診断

　行っています。

11　勤務成績の評定状況

　　人事評価システムを効果的かつ適正に運用するために、「人事評価実施要領」により年2回勤務成績の評定を

12　職員の福祉及び利益の保護の状況

愛媛県市町村職員互助会　11,646千円

　　②　共済組合への負担金

　　　地方公務員等共済組合法に基づき、組合員等の相互救済を図るため、短期給付、長期給付等の事業が愛媛

　　県市町村職員共済組合、愛媛県公立学校共済組合で実施されており、その費用を職員と市がそれぞれ１／２

　　　職員の健康保持の増進と疾病予防のため、労働安全衛生法等に基づき、各種健康診断、メンタルヘルス

　　対策等を実施しています。

　　ずつ負担しています。

　　　令和3年度は、健康診断（976人受診）を実施し、検診結果に基づき、必要に応じて保健師による保健指導

　　も行っています。

　　　愛媛県市町村職員互助会は、愛媛県内の市町職員の福利厚生事業等を目的に設立され、給付事業等を実施

　　されており、その費用を職員と市が１／２ずつ負担しています。

　し立てをすることができるとされています。

　　　　令和3年度申し立て件数　0件

　　令和3年度負担金 愛媛県市町村職員共済組合 　1,910,482千円

公立学校共済組合愛媛県支部　  12,005千円

　　③　愛媛県市町村職員互助会への負担金

　　令和3年度負担金

　　　　令和3年度措置要求件数　 0件

　ています。

（4）不利益処分に関する不服申し立ての状況

　　職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益処分を受けた場合は、公平委員会に対して、不服申
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